
16 産業衛生の歴史の中で正しい組合せはどれか。１つ選べ。 

 

 

ａ Agricora（アグリコラ） ･･･ 「働く人々の病気」出版 

ｂ Ramazzini（ラマツィーニ） ･･･ 青石綿の発見 

ｃ Pott（ポット卿） ･･･ 生野鉱山派遣技術者 

ｄ 奈良の大仏 ･･･ 砒素中毒 

ｅ 輝峻義等 ･･･ 倉敷労働科学研究所 

 

 

17 産業医について正しいのはどれか。１つ選べ。 

 

ａ 労働基準法に規定。 

ｂ 医師の資格以外は不要。 

ｃ 労働者 10 名以上で選任の義務。 

ｄ 危険有害作業従事労働者 750 名の職場では 1 人の専属産業医の選任。 

ｅ 大規模事業場（労働者 3,000 人以上規模）でも 1 人の専任で可。 

 

 

18 産業医の職務について正しいのはどれか。２つ選べ。 

 

ａ 衛生教育。 

ｂ 健康不良者の配置転換。 

ｃ 月 1 回以上の職場巡視。 

ｄ 作業場の環境測定。 

ｅ 健康診断結果に基づく生活習慣病の治療。 

 

 

19 許容濃度について正しいのはどれか。１つ選べ。 

 

 

ａ 環境基準と同等である。 

ｂ 天井値は，全ての化学物質で決められている。 

ｃ 労働時間は 1 日 8 時間，週間 40 時間程度を基準とする。 

ｄ 米国では時間荷重平均値以外決められていない。 

ｅ 前提として「人の有害物質への感受性に個人差はない」と考える。 

 

 

20 生物学的モニタリングについて正しい組合せはどれか。１つ選べ。 

 

ａ トルエン ･･･ 尿中マンデル酸 

ｂ ノルマルヘキサン ･･･ 尿中総三塩化物 

ｃ トリクロロエチレン ･･･ 尿中馬尿酸 

ｄ キシレン ･･･ 尿中メチル馬尿酸 

ｅ ジメチルホルムアミド ･･･ 尿中 2, 5-ヘキサンジオン 

 

 

21 定期健康診断の有所見率上位として正しいのはどれか。２つ選べ。 

 

ａ 聴力（4000Hz） 

ｂ 肝機能 

ｃ 心電図 

ｄ 血中脂質 

ｅ 喀痰 

 

 

22 ある職場の有機溶剤濃度の環境測定を行った。正しいのはどれか。

１つ選べ。 

 

 Ａ測定第 1 評価値 Ｂ測定 管理区分 措置 

ａ ＜管理濃度 ＜管理濃度 第１管理区分 状態の継続的維持 

ｂ ＜管理濃度 ＜管理濃度 第１管理区分 改善に努める 

ｃ ＜管理濃度 ＜管理濃度 第２管理区分 状態の継続的維持 

ｄ ＞管理濃度 ＞管理濃度ｘ1.5 第１管理区分 状態の継続的維持 

ｅ ＞管理濃度 ＞管理濃度ｘ1.5 第３管理区分 改善に努める 

 

23 作業管理について正しい組合せはどれか。１つ選べ。 

 

ａ レーザー光線 ･･･ イヤーマフ 

ｂ ＶＤＴ作業 ･･･ 防じんマスク 

ｃ チェンソー ･･･ 10 分以内の連続操作時間 

ｄ 騒音職場 ･･･ 耐熱靴 

ｅ 炉前作業 ･･･ ホースマスク 

 

 

24 労働者の健康管理について正しいのはどれか。２つ選べ。 

 

ａ 特殊健康診断の有所見率は 10％以上である。 

ｂ じん肺の管理区分決定はＸ線像で決められる。 

ｃ 海外派遣に際してＨＩＶ抗体陰性証明書を要求する国がある。 

ｄ 定期健康診断では 3 割弱になんらかの所見がある。 

ｅ 尿中ΔＡＬＡは鉛曝露で排泄増加する。 

 

 

25 うつ病の女性が会社を退職したいと言って来た。産業医として適切な

助言はどれか。 

 

ａ 一人旅行 

ｂ 職場の配置換え 

ｃ 症状寛解までの決断の延期 

ｄ 人事係への辞表提出 

ｅ 入院 

 

 

26 以下の略号について誤った組合せはどれか。１つ選べ。 

 

ａ ILO ･･･ International Labour Organization 

ｂ OSHMS ･･･ Occupational Safety and Health Management System 

ｃ LD50 ･･･ Half of Liquid Density 

ｄ ICOH ･･･ International Commission on Occupational Health 

ｅ WHO ･･･ World Health Organization 

 

 

27 労働者の健康を護ることについて正しいのはどれか。２つ選べ。 

 

ａ 酸化型 LDL コレステロールは動脈硬化を防ぐ。 

ｂ 喫煙で慢性非特異性呼吸器疾患は増加する。 

ｃ 地域産業保健センターは 50 人未満の事業所を対象とする。 

ｄ THP とは，男女雇用均等法に基づく職場環境の整備を示す。 

ｅ 過労死はバブル期直後をピークに減少傾向にある。 

 


